補助金交付を要望する場合の留意事項

補助金を活用する場合、財源が税金となることから、長期間安定した事業の継続を担保することが求められます。そのため、公的に示された基準以上に精緻な内容の計画をご提出いただきます。

書類の提出に際し、府中市及び東京都の校正を経ることから、書類の整備にあたっては十分な時間及び人員を確保してください。校正が補助金審査委員会直前まで及ぶ場合もあります。

補助金審査委員会の結果、再度の審査を求められた場合、補助内示の時期が遅れることから、開設スケジュールの修正が必要となります。

なお、府中市が地域密着型サービス事業者として選定した整備計画であっても、補助金交付対象事業としての決定を保証するものではありません。

１　補助金交付までの流れ

地域密着型サービス事業者として選定した後、施設整備者から補助制度活用の意向を受け、府中市が東京都に協議書類を提出し、審査委員会での承認を経て東京都が府中市に交付決定を通知します。その後、府中市が、間接補助事業者である施設整備者からの実績報告に基づき交付額を確定し、施設整備者に対し補助金を交付します。補助金の活用を希望する場合、別途補助金の交付申請書等の書類が必要となります。

２　補助条件

補助金を受けて整備する場合、東京都及び府中市の補助要綱等に基づいた条件が付されます。以下の条件には特段ご留意ください。

(1)　事業地、建物に抵当権（根抵当含む）を設定することはできません。ただし、抹消が確実な見通しがあるものについては認めますが、原則として、東京都の審査会前までに抹消していただきます。また、施設整備に係る借入金を被担保債権とする抵当権設定についてはこの限りではありませんが、根抵当権の設定はできません。その場合、原則として、認知症高齢者グループホーム部分の整備のための借入金額を、抵当権に設定する債権額の上限とします。自宅や店舗等を併設する場合、認知症高齢者グループホーム以外の整備費を含めた金額での抵当権の設定はできません。なお、実績報告に際し提出いただく登記事項証明書（登記簿謄本）に設定された債権額の上限は、認知症高齢者グループホーム部分の整備費から補助金及び自己資金を除いた金額とします。
(2)　オーナー創設型の場合、事業者と建物の賃貸借契約を締結し、建物について、金融機関による抵当権設定後、建物賃借権設定登記を行っていただきます。賃貸借契約の期間は、原則、建物の財産処分制限期間以上としますが、２０年以上であれば更新付であることを条件に認めます。また、建物賃借権登記の存続期間は賃貸借契約期間と一致させてください。また、複合施設の場合、区分所有権を設定していただき、認知症高齢者グループホーム部分の所有権に対し、建物賃借権登記の設定をしていただきます。

(3)　事業地とその建物について、補助金の目的に反して、使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、または担保に供することはできません。

(4)　オーナー創設型の場合、事業者が事業を継続できなかった場合は、オーナーの責任において新たに事業を継続する法人を選定し、事業を継続していただきます。

(5)　令和６年度中に着工し、年度内に少なくとも１％以上の出来高を上げてください。

(6)　補助制度を利用する場合は、補助内示通知の受領後に請負業者の入札を行い、整備事業に着手してください。補助内示前に入札・契約・着工した場合は、補助対象外となります。入札の経過が明らかとなる報告書類は、竣工年度の翌年度から５年以上保管してください。また、建物の設計についても、補助協議の際に設計の変更を求めることがありますので、補助内示通知の受領後に建築確認申請を行ってください。
(7)　整備形態がオーナー型で、共同所有の土地に土地所有者の一部が施設を整備する場合、工事に着手する年度の実績報告までに、土地を分筆し、施設整備者と土地所有者との間で賃貸借契約を締結してください。なお、無償の賃貸借契約は使用貸借契約となり、オーナーの死亡等により効力を失うなど長期的な事業の継続が担保できない可能性があるため、原則認められません。

(8)　複数の事業所が建物に入る場合、賃料、契約期間、運営事業者及び事業種別等がわかる書類や、見込んでいる賃料が入らなかった場合の収支シミュレーションを提出してください。

(9)　提出する書類の捺印には、印鑑登録された印鑑を使用してください。

(10)　工事契約締結に係る入札の結果、補助協議申請時よりも事業費が増額した場合は、増額分に自己資金を充ててください。

(11)　建築基準法に定める建築物の建築等に関する申請及び府中市地域まちづくり条例に定める事前協議において、所管部門より変更を指導され、図面の変更を余儀なくされた場合は、変更理由、変更内容及び変更図面を書面で提出してください。

(12)　財産の処分制限期間中は、補助条件を継続して遵守していただきます。また、入所者が負担する金額の設定など、本公募の提出書類の内容も、財産の処分制限期間中は市の許可を受けない限り、変更できません。

(13)　次の要綱・基準等を遵守してください。

　ア　認知症高齢者グループホーム整備促進事業実施要綱

　イ　認知症高齢者グループホーム整備促進事業補助要綱

　ウ　認知症高齢者グループホーム整備事業審査要領

　エ　認知症高齢者グループホーム施設整備審査基準

オ　府中市認知症高齢者グループホーム整備事業補助金交付要綱

(14)　その他の補助条件を付す場合があります。

